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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第21期

第1四半期累計(会計)期間
第20期

会計期間
自　平成20年4月1日
 至　平成20年6月30日

自　平成19年4月1日
 至　平成20年3月31日

売上高 (千円) 1,018,484 4,278,567

経常利益 (千円) 103,596 365,338

四半期純利益
又は当期純損失(△)

(千円) 47,667 △81,160

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ―

資本金 (千円) 1,349,000 1,349,000

発行済株式総数 (株) 281,500 281,500

純資産額 (千円) 3,164,820 3,127,098

総資産額 (千円) 4,455,673 4,564,305

１株当たり純資産額 (円) 11,685.46 11,546.18

１株当たり四半期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 176.00 △298.84

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ―

１株当たり配当額 (円) ― 200

自己資本比率 (％) 71.0 68.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △108,833 ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △439,094 ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △21,965 ―

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 418,756 ―

従業員数 (名) 43 44

(注) １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第21期第1四半期累計(会計)期間の持分法を適用した場合の投資損益については、子会社が清算手続き中であ

り重要性の乏しい関連会社であるため記載しておりません。

３　第21期第1四半期累計(会計)期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第20期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、1株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

５　第20期まで連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第1四半期会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第1四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成20年6月30日現在

従業員数(名) 43(4)

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(1日8時間換算)であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 仕入実績 

当第1四半期会計期間における仕入実績を仕入ルート別に示すと、次のとおりであります。

仕入ルート 台数(台) 仕入高(千円) 金額構成比(％)

商品仕入

オートオークション
テレビオークション

1,231 327,351 58.0

大手自動車販売店 328 42,169 7.5

中古車販売会社等 494 144,681 25.6

小計 2,053 514,202 91.1

陸送業者 ― 19,569 3.5

自動車修理業者等 ― 30,441 5.4

合計 2,053 564,214 100.0

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

受注後売上計上が概ね1ヵ月以内であるため、記載を省略しております。

　

(4) 販売実績

①　当第1四半期会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目 台数(台) 金額(千円)

商品売上高 1,852 728,218

受取手数料 ― 290,265

合計 1,852 1,018,484

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　受取手数料は、主に海上輸送料のほか、輸送車輌の故障等に対して当社が保証する対価として受領する保証料

等であります。
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②　販売先別の割合は、以下のとおりであります。

販売先

当第1四半期会計期間
(自　平成20年4月1日
   至　平成20年6月30日)

台数(台) 売上高(千円) 金額構成比(％)

アフリカ 1,176 668,136 65.6

中南米 288 152,663 15.0

オセアニア 183 116,606 11.4

アジア 16 16,868 1.7

ヨーロッパ 177 60,590 5.9

輸出高計 1,840 1,014,866 99.6

国内 12 3,618 0.4

合計 1,852 1,018,484 100.0

(注) １　上記金額には、消費税等の金額は含まれておりません。

２　国内への販売は、再オークションによる出品や中古車販売会社への売却であります。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第1四半期会計期間において新たに締結した重要な契約は、次のとおりであります。

相手方 株式会社上組

契約書名 土地賃貸借兼船積契約書

契約締結日 平成20年4月30日

契約期間 平成20年5月1日から平成21年4月30日まで

主な契約内容
当社が株式会社上組より中古自動車の駐車場及び営業所事務所として利用するための

土地を賃借することに関する契約

(注)　対価としてリース料及び通信料等を支払っております。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期におけるわが国経済は、原油価格の高騰による原材料価格の上昇、米国サブプライムロー

ン問題に端を発した世界的な金融市場の混乱等を背景に、景気の減速感が強まりました。

当社の属する中古車輸出業界につきましては、発展途上国において急激なインフレが発生し自動車へ

の購買意欲が低下しているものの、燃費の良い日本車へのニーズが高まり輸出台数が増加しております。

このような状況のなか当社は、主力地域であるアフリカ、経済発展が著しいロシア周辺諸国、未開拓地

域であったチリやバングラディッシュ等において、新規取引先(現地中古車ディーラー等)の開拓を行い

ました。これらの取引先とは、B2C販売と同等の価格及び前受金制でのB2B販売契約を締結しております。

これにより、高利益率を維持し、貸倒リスクを抑えつつ売上拡大を可能とする販売体制を構築いたしまし

た。また、平成20年3月にリニューアルしたWebサイトにおいてオンライン見積り機能を追加し、購買意欲

の強い顧客を絞り込むことで、より効率のよい営業活動を行うことが可能となりました。更に、高額車輌

については、顧客の注文を受けてから仕入を行う注文販売を積極的に行い、多様なニーズに対応すること

で、既存のB2C販売体制を強化いたしました。加えて、前事業年度より開始した受託販売の取扱量は順調に

推移し、更なる在庫リスクの軽減及びWeb掲載車種の充実を図ることができました。

この結果、経営成績は以下のとおりとなりました。

①　売上高

サブプライムローン問題の深刻化等による世界経済の減速から船舶需給が緩和し、売上台数は堅調

に推移したものの、前年同期比での大幅な円高の影響により、売上高1,018百万円(前年同期比95.1％)

となりました。

②　営業利益

円高及びオークションでの需要過多による仕入価格の高騰並びに国内外の輸送コストの上昇等の影

響により売上総利益率が低下したため、営業利益71百万円(前年同期比55.4％)となりました。　

③　経常利益

平成20年1月より土地賃貸収入が発生しているため、経常利益103百万円(前年同期比63.6％)となり

ました。

④　四半期純利益

前事業年度に行った子会社の整理により業績の影響を受けなくなり、当第1四半期純利益47百万円

(前年同期は1百万円)となりました。
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(2) 財政状態の分析

①　資産

当第1四半期会計期間末における資産の残高は4,455百万円(前事業年度比97.6％)となりました。こ

れは主に現金及び預金(418百万円)、商品及び製品(489百万円)、土地(2,064百万円)によるものであり

ます。

②　負債

当第1四半期会計期間末における負債の残高は1,290百万円(前事業年度比89.8％)となりました。こ

れは主に1年内返済予定の長期借入金(200百万円)、前受金(331百万円)、長期借入金(600百万円)による

ものであります。

③　純資産

当第1四半期会計期間末における純資産の残高は3,164百万円(前事業年度比101.2％)となり、自己資

本比率は71.0％(前事業年度は68.5％)となりました。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第1四半期会計期間末の現金及び現金同等物(以下「資金」という)は418百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第1四半期会計期間において、営業活動の結果使用した資金は108百万円となりました。これは主に税

引前四半期純利益(81百万円)があったものの、たな卸資産の増加(60百万円)による支出、法人税等の支払

(162百万円)があったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第1四半期会計期間において、投資活動の結果使用した資金は439百万円となりました。これは主に貸

付けによる支出(500百万円)によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第1四半期会計期間において、財務活動の結果使用した資金は21百万円となりました。これは配当金

の支払(21百万円)によるものであります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第1四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第1四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000

計 1,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年8月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 281,500 281,500
東京証券取引所
(マザーズ)

株主としての権利内容に制限
のない当社における標準とな
る株式

計 281,500 281,500 ― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成20年8月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。
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(2)【新株予約権等の状況】

　

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。

株主総会の特別決議日(平成17年6月24日)

第1四半期会計期間末現在
(平成20年6月30日)

新株予約権の数(個) 4,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　 4,500　(注)1

新株予約権の行使時の払込金額(円)    69,229　(注)2

新株予約権の行使期間
平成19年8月1日から
 平成22年7月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　 69,229
資本組入額　　 34,615

新株予約権の行使の条件 (注)5

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)5

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は１株とする。ただし、当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、
新株予約権の目的となる株式の数は当該株式の分割または併合の比率に応じて比例的に調整されるものと
し、調整の結果、1株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

　　 また、当社が合併または会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて新株予約権の目的となる株式 
 の数の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲内で、新株予約権の目的となる株式の数は適切
 に調整されるものとする。

２　新株予約権発行日以降、当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により払込金額を調整
し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。

  調整後払込金額＝調整前払込金額×
1

分割・併合の比率

　　　　 上記のほか、新株予約権発行日以降、当社が他社と合併または会社分割を行う場合、資本減少を行う場 
 合、その他これらの場合に準じて払込金額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、払込
 金額は適切に調整されるものとする。

３　新株予約権の発行価額は無償とする。
４　会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件
 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が承認された場合、または当社が完全子会社となる株式交換
 契約書承認の議案もしくは株式移転の議案が当社株主総会で承認されたときは、新株予約権は無償で消却
 することができる。

５　新株予約権の行使の条件および譲渡に関する事項
　　　 (1) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。
　　 　(2) 新株予約権の質入その他の処分は認めない。
　　　 (3) 新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当することとなった場合には、新株予約権全部は行使できな 

 いものとする。
　　　 　①　合併等により新株予約権者が存在しなくなった場合。
　　　 　②　新株予約権者が、当社所定の書面により、新株予約権の全部の返還または新株予約権に関し、当社と締結する新

株予約権割当契約の解除を申し出た場合。
　　　　 ③　新株予約権者が新株予約権割当契約書の規定に重大な違反をした場合。
　　　 　④　新株予約権者が法令等に違反した場合。
　　　 (4) 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
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(3)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年6月30日 ― 281,500 ― 1,349,000 ― 1,174,800

　

(5)【大株主の状況】

当第1四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(6)【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年3月31日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

　　平成20年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  10,666　

　
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 270,834　 270,834 
株主としての権利内容に制限のない
当社における標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 281,500 ― ―

総株主の議決権 ― 270,834 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の失念株式が23株(議決権23個)含まれて

おります。

　

② 【自己株式等】

　　平成20年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)
他人名義

所有株式数(株)
所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社トラスト

愛知県名古屋市中区
錦三丁目10番32号

10,666 ― 10,666 3.79

計 ― 10,666 ― 10,666 3.79
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年4月　 5月 　6月

最高(円) 9,000 9,790 8,130

最低(円) 6,870 6,880 6,330

(注)　株価は、東京証券取引所市場(マザーズ)におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣

府令」(平成20年8月7日内閣府令第50号)附則第6条第1項第5号のただし書きにより、改正後の四半期財務諸

表等規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当第1四半期累計期間(平成20年4月1日から平

成20年6月30日まで)の四半期財務諸表について、監査法人東海会計社により四半期レビューを受けており

ます。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第5

条第2項により、重要性の観点から四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】
　(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成20年6月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 418,756 983,007

売掛金 39,995 43,551

有価証券 29,663 －

商品及び製品 489,371 428,629

原材料及び貯蔵品 4,037 4,048

その他 581,264 173,089

貸倒引当金 △3,327 △2,495

流動資産合計 1,559,760 1,629,830

固定資産

有形固定資産

土地 2,064,413 2,064,413

その他（純額） ※1
 193,493

※1
 200,671

有形固定資産合計 2,257,906 2,265,085

無形固定資産 24,893 21,074

投資その他の資産

破産更生債権等 510,628 510,628

その他 605,249 640,450

貸倒引当金 △502,764 △502,764

投資その他の資産合計 613,113 648,314

固定資産合計 2,895,913 2,934,474

資産合計 4,455,673 4,564,305

負債の部

流動負債

買掛金 40,657 47,453

1年内返済予定の長期借入金 200,000 200,000

未払法人税等 24,019 166,381

賞与引当金 2,343 9,267

その他 423,832 414,105

流動負債合計 690,853 837,206

固定負債

長期借入金 600,000 600,000

固定負債合計 600,000 600,000

負債合計 1,290,853 1,437,206
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成20年6月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年3月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,349,000 1,349,000

資本剰余金 1,174,800 1,174,800

利益剰余金 1,188,245 1,167,661

自己株式 △528,282 △528,282

株主資本合計 3,183,763 3,163,179

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △18,943 △36,080

評価・換算差額等合計 △18,943 △36,080

純資産合計 3,164,820 3,127,098

負債純資産合計 4,455,673 4,564,305
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　(2)【四半期損益計算書】
　　 【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自 平成20年4月1日
　至 平成20年6月30日)

売上高 1,018,484

売上原価 767,982

売上総利益 250,502

販売費及び一般管理費 ※1
 179,347

営業利益 71,155

営業外収益

受取利息 7,026

受取配当金 1,429

受取賃貸料 21,573

為替差益 11,063

その他 3,862

営業外収益合計 44,955

営業外費用

支払利息 2,802

不動産賃貸原価 8,761

その他 951

営業外費用合計 12,514

経常利益 103,596

特別利益

固定資産売却益 1,400

助成金収入 2,065

特別利益合計 3,466

特別損失

固定資産売却損 33

有価証券評価損 20,337

その他 4,974

特別損失合計 25,344

税引前四半期純利益 81,718

法人税、住民税及び事業税 23,348

法人税等調整額 10,701

法人税等合計 34,050

四半期純利益 47,667

EDINET提出書類

株式会社トラスト(E02977)

四半期報告書

16/23



　(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自 平成20年4月1日　
　至 平成20年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 81,718

減価償却費 14,364

貸倒引当金の増減額（△は減少） 832

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,923

受取利息及び受取配当金 △8,456

支払利息 2,802

為替差損益（△は益） △5,641

有価証券評価損益（△は益） 20,337

投資有価証券評価損益（△は益） 2,312

有形固定資産売却損益（△は益） △1,400

売上債権の増減額（△は増加） 3,556

たな卸資産の増減額（△は増加） △60,634

その他の流動資産の増減額（△は増加） △29,665

仕入債務の増減額（△は減少） △6,795

未払消費税等の増減額（△は減少） 10,051

その他の流動負債の増減額（△は減少） 27,028

その他 1,487

小計 44,971

利息及び配当金の受取額 8,456

法人税等の支払額 △162,262

営業活動によるキャッシュ・フロー △108,833

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △29,729

有形固定資産の売却による収入 2,613

無形固定資産の売却による収入 △11,778

貸付けによる支出 △500,400

貸付金の回収による収入 100,200

投資活動によるキャッシュ・フロー △439,094

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △21,965

財務活動によるキャッシュ・フロー △21,965

現金及び現金同等物に係る換算差額 5,641

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △564,251

現金及び現金同等物の期首残高 983,007

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 418,756
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第1四半期会計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第1四半期会計期間
(自　平成20年4月1日 
  至　平成20年6月30日)

会計方針の変更

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会平成18年7月5日企業会計基準第9号)を当第1四半期会

計期間から適用し、評価基準については、主として個別法による原価法から主として個別法による原価法(収益性の低

下による簿価切下げの方法)に変更しております。

なお、これに伴う損益への影響額は軽微であります。

 

　

【簡便な会計処理】

当第1四半期会計期間
(自　平成20年4月1日 
  至　平成20年6月30日)

１．棚卸資産の評価方法

当第1四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎として合

理的な方法により算出する方法によっております。

 

２．固定資産の減価償却の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却の額を期間按分して算定する方法によっておりま

す。

 

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい

変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方

法によっております。

 

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第1四半期会計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第1四半期会計期間
(自　平成20年4月1日 
  至　平成20年6月30日)

平成20年度の法人税法改正に伴い、当社は、主として機械設備については、法人税法の改正による法定耐用年数の延長

に伴い、当第1四半期会計期間より耐用年数の延長を行っております。

なお、これに伴う損益への影響額は軽微であります。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第1四半期会計期間末
(平成20年6月30日)

前事業年度末
(平成20年3月31日)

※1　有形固定資産の減価償却累計額　　　 95,101千円

 

※1　有形固定資産の減価償却累計額　　　 87,622千円

 

　

(四半期損益計算書関係)

第1四半期累計期間

当第1四半期累計期間
(自　平成20年4月1日 
  至　平成20年6月30日)

※1　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当　　　　　　　60,311千円

貸倒引当金繰入額　　　 　832千円

賞与引当金繰入額　　　 2,343千円

 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第1四半期累計期間
(自　平成20年4月1日 
  至　平成20年6月30日)

※1　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 418,756千円

現金及び現金同等物 418,756千円

 

　

(株主資本等関係)

当第1四半期会計(累計)期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第1四半期会計期間末

普通株式(株) 281,500

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第1四半期会計期間末

普通株式(株) 10,666

　

３　新株予約権等に関する事項

目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株) 当第1四半期会計期間末残高(千円)

普通株式 4,500 ―
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４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年5月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 27,083 100平成20年3月31日 平成20年6月27日

　
　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当第1四半期累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

子会社は清算手続き中であり重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(1株当たり情報)

１　1株当たり純資産額

当第1四半期会計期間末
(平成20年6月30日)

前事業年度末
(平成20年3月31日)

11,685.46円 11,546.18円

(注)　1株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第1四半期会計期間末
(平成20年6月30日)

前事業年度末
(平成20年3月31日)

純資産の部の合計額(千円) 3,164,820 3,127,098

普通株式に係る純資産額(千円) 3,164,820 3,127,098

普通株式の発行株式数(株) 281,500 281,500

普通株式の自己株式数(株) 10,666 10,666

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) 270,834 270,834

　

２　1株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第1四半期累計期間

当第１四半期累計期間
(自　平成20年4月1日 
  至　平成20年6月30日)

1株当たり四半期純利益　　　　　　　　　　176.00円

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益　　　　―

(注) １　潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

２　1株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第１四半期累計期間
(自　平成20年4月1日 
  至　平成20年6月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 47,667

普通株式に係る四半期純利益(千円) 47,667

普通株式の期中平均株式数(千株) 270,834

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前事
業年度末から重要な変動がある場合の概要

―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

          該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年8月11日

株式会社トラスト

取締役会　御中

　

監査法人東海会計社

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　　吉　田　　正　道　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　　後　藤　　久　貴　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社トラストの平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第21期事業年度の第１四半期累計期間(平成20年

4月1日から平成20年6月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及

び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トラストの平成20年6月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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